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本施設2 の名称は、市が定める権利を有するものと する。

第 条7  （ 事業者の資金調達）

本契約に別段の規定がある場合を除き、本契約上の事業者の義務の履行に関連する一切

の費用は、全て事業者が負担するものと し、また、本事業に関する事業者の資金調達は、

全て事業者が自己の責任において行う ものと する。

第 条8  （ 許認可及び届出等）

事業者1 は、第 項4 の場合を除き、本契約上の事業者の義務を履行するために必要と な

る一切の許認可の取得及び届出等を、自己の責任及び費用負担において行う ものと する。

事業者2 は、本件工事に関して建基法に基づく 建築確認申請を行う 場合、事前に、市に

対して当該申請の内容を説明し、 また、建築確認を取得したと きには、直ちに市に対し

てその旨を報告するものと する。

前項3 に定める場合のほか、事業者は、市が請求したと きには、直ちに各種許認可等の

書類の写しを市に提出するものと する。

事業者4 が市に対して協力を求めた場合、市は、事業者による前項に定める許認可の取

得及び届出等に必要な資料の提出その他について協力するものと する。

市5 が本事業に関し許認可を取得し又は届出を行う 必要があり 、事業者に対して協力を

求めた場合、事業者は、市による許認可の取得及び届出等に必要な資料の提出その他に

ついて協力するものと する。

第 条9  （ 契約保証金の免除）

一宮市契約規則（ 昭和 年一宮市規則第 号50 16 ） 第 条第 号8 8 の規定により 、本契約に

係る契約保証金の納付は免除されるものと し、事業者は、市に対し、契約保証金を納付す

る義務を負わないものと する。

事業者2 は、本契約の締結と 同時に、本件工事及び解体工事に関し、事業者又は市を被

保険者と して、本契約上の債務の不履行により 生ずる損害を填補する履行保証保険契約

を自ら締結し又は建設企業をして締結させるものと する。 なお、 かかる契約締結にあた

り 、事業者は、自ら又は建設企業をして保険会社と締結する契約最終案を市に提出し、

その確認を得るものと する。

前項3 の定めると ころに従っ て履行保証保険契約を締結する場合において、事業者を被

保険者と する履行保証保険契約を締結すると きは、事業者は、自らの負担により 、市の

ために、保険金請求権に、本契約に基づく 違約金支払債務及び損害賠償債務を被担保債

務とする質権を設定するものとする。

事業者4 は、第 項2 の定めると ころに従っ て履行保証保険契約が締結された場合は、速

やかに当該契約に基づく 保険証券の原本を市に提出する。 ただし、前項に基づいて、事

業者が自らを被保険者と する履行保証保険契約を建設企業に締結させた場合は、事業者

は、前項に基づく 質権を設定した後速やかに係る保険証券の写しを市に提出するものと
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する。

第3章 設計

第 条10  （ 設計業務）

事業者1 は、本契約締結後、事業者提案に従っ て、速やかに、設計業務を開始するもの

と する。

事業者2 は、法令を遵守のう え、本契約、募集要項等及び事業者提案に基づき、設計業

務を実施するものと する。ただし、第 条12 の定めると ころに従っ て基本設計に係る設計

図書について市の確認が得られない限り 、実施設計に係る設計業務に着手できないもの

と する。

事業者3 は、設計業務の実施に当たり 、本件工事に係る建基法第 条5 の 4第 項1 に規定

する設計業務についての責任者を選任したう え、 その名称及び組織体制を市に対して通

知するものと する。

事業者4 は、基本設計に係る設計業務着手時に、別紙 3（ 設計業務着手時提出書類） 第 1

項所定の各書類を、実施設計に係る設計業務着手時に、同別紙第 項所定2 の各書類を、

市に対して提出するものと する。

事業者5 は、定期的に又は市の請求がある場合には随時、設計業務の進捗状況に関して

市に報告すると と もに、必要があると きは、設計業務の内容について市と協議するもの

と する。

第 条11  （ 第三者による実施）

事業者1 は、設計業務を設計企業に委託し又は請け負わせるものと する。

事業者2 は、設計企業以外の第三者に設計業務の全部又は大部分を委託し又は請け負わ

せてはならない。ただし、当該第三者の商号、所在地その他市が求める事項を市に事前

に通知したう え、市の事前の承諾を得た場合はこの限り でない。

事業者3 は、設計業務の一部を設計企業以外の第三者に委託し又は請け負わせる場合、

事前に当該第三者の商号、所在地その他市が求める事項を市に届け出るものと する。設

計企業又は当該第三者が設計業務の一部を自己以外の第三者に委託し又は請け負わせる

場合も同様とする。

設計企業4 その他設計業務に関して事業者又は設計企業が使用する一切の第三者に対す

る設計業務の委託又は請負は全て事業者の責任において行う ものと し、設計企業その他

設計業務に関して事業者又は設計企業が使用する一切の第三者の責めに帰すべき事由は、

全て事業者の責めに帰すべき事由とみなして、事業者が責任を負う ものと する。

第 条12  （ 基本設計の完了）

事業者1 は、事業スケジュールに従っ て、本件工事に係る別紙4（ 設計図書） 第 項所定1
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の書類又は図面を作成したう え、市に対して提出し、その確認を得るものと する。

市2 は、前項に定めると ころに従っ て提出された書類又は図面が、本契約、募集要項等

又は事業者提案の定めると ころに従っ ていないと 判断する場合、事業者に対して、当該

判断をした箇所及び理由を示したう え、事業者の費用負担において、 その修正を求める

こと ができ、事業者はこれに従う ものと する。

前項3 の場合を除く ほか、市は、書類又は図面の提出後相当の期間内において、事業者

に対し、基本設計に係る設計図書の内容を確認した旨を通知する。市は当該確認を理由

と して本事業の実施の全部又は一部について何ら責任を負担するものではない。

第 条13  （ 実施設計の完了）

事業者1 は、事業スケジュールに従っ て、本件工事に係る別紙4（ 設計図書） 第 項所定2

の書類又は図面を作成したう え、市に対して提出し、その確認を得るものと する。

市2 は、前項に定めると ころに従っ て提出された書類又は図面が、本契約、募集要項等、

基本設計に係る設計図書又は事業者提案の定めると ころに従っ ていないと 判断する場合、

事業者に対して、当該判断をした箇所及び理由を示したう え、事業者の費用負担におい

て、その修正を求めること ができ、事業者はこれに従う ものと する。

前項3 の場合を除く ほか、市は、書類又は図面の提出後相当の期間内において、事業者

に対し、実施設計に係る設計図書の内容を確認した旨を通知する。市は当該確認を理由

と して本事業の実施の全部又は一部について何ら責任を負担するものではない。

第 条14  （ 設計の変更）

市1 は、必要があると認める場合、事業者に対して、本施設の設計変更を請求すること

ができる。事業者は、当該請求を受領した日から 14 日以内に、当該設計変更の当否及び

事業者の本事業の実施に与える影響を検討したう え、市に対してその結果（ 当該設計変

更による工期の変更の有無及び当該設計変更の事業者提案の範囲の逸脱の有無について

の検討結果を含む。 ） を通知するものと する。市は、当該設計変更が工期の変更を伴わ

ず、かつ事業者提案の範囲を逸脱しない場合、当該事業者の検討結果を踏まえて当該設

計変更の当否を最終的に決定したう え、事業者に対して通知するものと し、事業者は、

通知されたと ころに従い設計変更を行う ものと する。

事業者2 は、設計変更の必要性及びそれが事業者の本事業の実施に与える影響を検討し、

当該検討結果を市に対して通知し、 かつ市の事前の承諾を得たう えで、本施設の設計変

更を行う こ と ができる。 ただし、当該設計変更が市の責めに帰すべき事由によると きは、

設計変更の内容について協議したう え、市はこれを承諾するものと する。

前3 ２項の定めると ころに従っ て設計変更が行われた場合で、当該設計変更により 市又

は事業者において損害、損失又は費用（ 本事業を遂行するに当たり 当該設計変更により

事業者において生ずる追加的な費用を含む。 ） が発生したと きは、市及び事業者は、 そ

の負担について、以下の各号に定めると ころに従う ものと する。 ただし、当該設計変更

により 事業者において本事業に要する費用の減少が生じたと きは、市は、事業者と 協議
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したう え、サービス購入料の支払額を減額すること ができる。なお、第 号及3 び第 号4

の場合、第 条第 項62 1 ないし第 項3 の規定は、適用されない。

当該設計変更(1)  が市の責めに帰すべき事由による場合、市がこれを負担するものと し、

サービス購入料を増額すること などにより事業者に対して支払う ものと する。

当該設計変更(2) が事業者の責めに帰すべき事由による場合、事業者がこれを負担する

ものと し、 その負担の方法については、市と事業者と の間の協議により これを定め

るものと する。

当該設計変更(3)  が法令変更による場合、別紙 13（ 法令変更による費用の負担割合）

に定めると ころに従っ て、市又は事業者がこれを負担するものと し、 その負担の方

法については、市と事業者との間の協議により これを定めるものと する。

当該設計変更(4)  が不可抗力による事由に基づく ものである場合、別紙 8（ 不可抗力に

よる損害、損失及び費用の負担割合） に定めると ころに従っ て、市及び事業者がこ

れを負担するものと し、 その負担の方法については、市と事業者と の間の協議によ

り これを定めるものと する。

第 項4 1 の定めると ころに従っ て市が事業者に対して請求した設計変更又は第 項2 の定

めると ころに従っ て事業者が行おう と する設計変更が、工期の変更を伴い又は事業者提

案の範囲を逸脱する場合、本契約の他の規定にかかわらず、市は、事業者と の間におい

て当該設計変更の当否、工期の変更の当否及び供用開始予定日の変更の当否について協

議すること ができる。当該協議の結果、当該設計変更等を行う こ と が合意されたと きは、

事業者は、その合意されたと ころに従っ て設計変更を行う ものと する。

前項5 の協議においては、当該変更により 市又は事業者において生ずる損害、損失又は

費用（ 本事業を遂行するに当たり 事業者において当該変更により 生ずる追加的な費用を

含む。 ） の負担及び支払の方法並びに当該変更により 事業者において生ずる本事業に要

する費用の減少に伴う サービス購入料の減額についても合意すること ができる。 ただし、

市又は事業者において生ずる損害、損失又は費用（ 本事業を遂行するに当たり 事業者に

おいて当該変更により生ずる追加的な費用を含む。 ） の負担については、第 項第 号3 1

及び第 号2 の定めると ころに従う ものと する。

前6 ２項にかかわらず、第 項1 の定めると ころに従っ て市が事業者に対して請求した設

計変更又は第 項2 の定めると ころに従っ て事業者が行おう と する設計変更が、工期の変

更を伴い又は事業者提案の範囲を逸脱する場合で、それらの変更が不可抗力又は法令変

更に基づく ものであると きは、市及び事業者は、第 条62 に定めると ころに従う ものと す

る。

第4章 本件工事

第1節 総則
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第 条15  （ 事前調査）

事業者1 は、自己の責任と 費用負担において、市の事前の承諾を得たう え、本施設及び

本事業用地につき、設計業務及び本件工事に必要な調査（ 地質調査その他の本事業用地

の調査、既存施設の調査及び本施設の建築準備調査等を含む。本条において「 事業者事

前調査」 と いう 。 ） を行う ものと する。

事業者2 は、事業者事前調査の結果に基づき、設計業務及び本件工事を実施するものと

する。

事業者事前調査3 の誤り又は懈怠に起因して市又は事業者において生ずる損害、損失又

は費用（ 本事業を遂行するに当たり 事業者において生ずる追加的な費用を含む。 ） は、

事業者がこれを負担するものと し、 その負担の方法については、市と 事業者と の間の協

議により定めるものと する。

事業者事前調査4 を行っ た結果、当該事業者事前調査に誤り 又は懈怠がないにもかかわ

らず、事業者において設計業務又は本件工事に要する費用又は本事業を遂行するに当た

り 事業者において生ずる追加的な費用が増加する場合で、当該費用の増加の原因が募集

要項等及び本事業用地の現場確認の機会から客観的かつ合理的に推測できないものであ

ると きは、合理的な範囲において市がこれを負担するものと し、市は、市と 事業者と の

間の協議により 決定される方法に従っ て、事業者に対して支払う ものと する。 なお、市

及び事業者は、当該協議に際して、設計変更及び工期又は供用開始予定日の変更につい

ても協議すること ができ、当該協議により これを変更すること ができる。

第 条16  （ 本件工事に伴う 近隣対策）

市1 は、本契約の締結日から本件工事の着工日までの間に、近隣住民に対し本事業に係

る事業計画の説明を行い、近隣住民の了解を得るよう 努めるものと する（ 本条において

以下「 近隣説明」 と いう 。 ） 。

事業者2 は、本件工事の実施により 生じう る生活環境影響を勘案したう え、合理的に要

求される範囲において近隣対策（ 本件工事の内容を近隣住民に対して周知させるこ と 、

本件工事の作業時間について近隣住民の了解を得ること 、及び車両の交通障害、騒音、

振動その他工事に伴う 悪影響を最小限度に抑えるための対策を含むが、 これに限られな

い。本条において以下「 近隣対策」 と いう 。 ） を実施するものと する。

事業者3 は市に対して、前項に定める近隣対策の実施について、事前に実施の内容を報

告し、事後にその結果を報告するものと する。

近隣対策4 により 事業者に生じた損害、損失又は費用（ 本事業を遂行するに当たり 事業

者において当該近隣対策の実施により 生ずる追加的な費用を含む。 ） については、事業

者がこれを負担するものと する。 ただし、募集要項等において市が設定した条件又は市

が実施した近隣説明に直接起因して事業者において生じた損害、損失又は費用（ 本事業

を遂行するに当たり 事業者において当該近隣対策の実施により 生ずる追加的な費用を含

む。 ） については、市がこれを負担するものと し、 その負担の方法については、市と 事

業者と の間において協議により決定するものと する。
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事業者5 は、近隣対策の不調を理由と して事業計画を変更するこ と はできない。 ただし、

市の事前の承諾がある場合はこの限り でない。 また、市は、事業者が更なる近隣対策の

実施によっ ても近隣住民の了解が得られないこ と を明らかにした場合に限り 、事業計画

の変更を承諾する。

市6 は、必要があると 認める場合には、事業者が行う 近隣対策に協力するこ と ができる。

第 条17  （ 本件工事期間中の保険）

事業者は、自己又は建設企業をして、本件工事期間中、別紙 7（ 事業者等が付保する保

険） 第 項1 に記載されると ころに従っ て、保険に加入し、又は加入させるものと する。

第2節 工事の施工

第 条18  （ 本件工事の施工）

事業者1 は、第 条第 項13 1 ないし第 項3 の定めると ころに従っ て実施設計に係る設計図

書につき市の確認を取得し、かつ本件工事に要する各種申請手続その他必要と なる手続

が完了した後速やかに、本件工事を開始するものと する。

事業者2 は、日本国の法令を遵守のう え、本契約、募集要項等、事業者提案及び設計図

書に従い、本件工事を施工するものと する。

第 条19  （ 第三者による施工）

事業者1 は、本件工事を建設企業に請け負わせるものと する。

事業者2 は、建設企業以外の第三者に本件工事の全部又は大部分を委託し、又は請け負

わせてはならない。 ただし、当該第三者の商号、所在地その他市が求める事項を市に事

前に通知したう え、市の事前の承諾を得た場合はこの限り でない。

事業者3 は、本件工事の一部を建設企業以外の第三者に委託し、又は請け負わせる場合、

事前に当該第三者の商号、所在地その他市が求める事項を市に届け出るものと する。建

設企業又は当該第三者が本件工事の一部を自己以外の第三者に委託し又は請け負わせる

場合も同様と するが、所定の施工体制台帳の提出による報告をもっ て当該届出に代える

こと ができる。

建設企業4 その他本件工事に関して事業者又は建設企業が使用する一切の第三者に対す

る本件工事の委託又は請負は全て事業者の責任において行う ものと し、建設企業その他

本件工事に関して事業者又は建設企業が使用する一切の第三者の責めに帰すべき事由は、

全て事業者の責めに帰すべき事由とみなして、事業者が責任を負う ものと する。

第 条20  （ 事業者の施工責任）

仮設1 、施工方法、工事用地借用その他本件工事を完了するために必要な一切の手段に

ついては、事業者が自己の責任において定めて措置するものと する。

事業者2 は、本件工事期間中、本件工事に関して必要な工事用電気、水道、ガス等を自
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己の責任及び費用負担において調達するものと する。市は、相当な範囲においてこれに

協力するものと する。

第 条21  （ 工事施工計画）

事業者1 は、本件工事の着工前に、別紙 5（ 着工時の提出書類） に列挙される図書を作成

し、市に対して提出するものと する。提出に当たっ ては、同別紙に記載されると ころに

従わなければならない。

事業者2 は、前項の定めると ころに従っ て市に対して提出した施工計画に従っ て本件工

事を遂行するものと する。

第 条22  （ 工事施工報告）

事業者1 は、市が要請したと きは、工事施工の事前説明及び事後報告を行う ものと する。

市2 は、随時、工事現場での施工状況の確認を行う こと ができる。

事業者3 は、本件工事期間中、工事現場に常に工事記録を整備するものと する。

市4 は、事業者に対して、建設業法（ 昭和 年法律第 号24 100 ） 第 条24 の に7 規定する

施工体制台帳及び施工体制に係る事項について報告を求めること ができる。

第 条23  （ 備品等の搬入）

市1 が別途発注する備品の搬入作業が事業者の業務遂行に密接に関連する場合、事業者

は、自己の費用負担において、随時、管理スケジュールの調整を行い、備品の搬入作業

に協力する。

前項2 に記載されると ころの備品の搬入作業が行われる場合で、当該搬入作業を市から

受注した者の故意又は過失に起因して、事業者が、その遂行する本事業に関して損害を

被っ たと きは、合理的な範囲において市が当該損害を負担するものと し、 その負担の方

法については、市と事業者と の間における協議により これを定める。

第3節 工事監理

第 条24  （ 工事監理）

事業者1 は、本件工事に係る工事監理を工事監理企業に委託し、又は請け負わせるもの

と し、本件工事の着工前に、建基法第 条5 の 4第 項2 に規定する工事監理者を設置せし

めるものと する。

事業者2 は、市の求めると ころに従っ て、工事監理者をして工事監理の状況について随

時報告させるものと する。

事業者3 は、本件工事期間中の各月における本件工事の工事監理の状況について工事監

理者の作成した監理業務報告書を作成し、作成対象月の翌月 日10 までに市に対して提出

するものと する。
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第 条25  （ 第三者による実施）

事業者1 は、工事監理企業以外の第三者に本件工事に係る工事監理の全部又は大部分を

委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、本件工事に係る工事監理の一部を建設

企業以外の第三者に委託し、又は請け負わせるに当たり 、事前に当該第三者の商号、所

在地その他市が求める事項を市に届け出たう え、市の事前の承諾を得た場合はこの限り

でなく 、当該第三者が本件工事に係る工事監理の一部を自己以外の第三者に委託し又は

請け負わせる場合も同様とする。

工事監理企業2 その他本件工事に係る工事監理に関して事業者又は工事監理企業等が使

用する一切の第三者に対する本件工事に係る工事監理の委託又は請負は全て事業者の責

任において行う ものと し、工事監理企業その他本件工事に係る工事監理に関して事業者

又は工事監理企業が使用する一切の第三者の責めに帰すべき事由は、全て事業者の責め

に帰すべき事由とみなして、事業者が責任を負う ものと する。

第4節 解体・ 撤去及び跡地整備

第 条26  （ 解体・ 撤去及び跡地整備）

乙は、本施設の引渡後において、要求水準書及び事業者提案に基づき、事業スケジュー

ルに従っ て、既存施設を解体・ 撤去し、跡地を整地するものと する。

第5節 検査･確認

第 条27  （ 中間確認及び建設現場立会い等）

市1 は、本件工事期間中随時、事業者に事前に通知したう えで、本施設が設計図書に従

っ て整備されているこ と を確認するため、事業者に対して本件工事について中間確認を

求めること ができるものと し、 また、工事現場において本件工事の状況を、事業者の立

会いのう え、確認すること ができるものと する。

事業者2 は、前項に定めると ころの中間確認及び本件工事の状況確認の実施について、

市に対して最大限の協力を行う ものと し、 また、建設企業をして、市に対して必要かつ

合理的な範囲において説明及び報告を行わせるなど最大限の協力を行わせるものと する。

市3 は、前２項に定めると ころの確認の結果、本施設が本契約、募集要項等、設計図書

又は事業者提案に従っ て整備されていないと 判断した場合、事業者に対してその改善を

勧告すること ができ、事業者はこれに従う ものと する。

事業者4 は、本件工事期間中に事業者が行う 検査又は試験のう ち主要なものを実施する

場合、事前に市に対して通知するものと する。市は、当該検査又は試験に立ち会う こ と

ができるものと する。

市5 は、本条に定めると ころの確認、改善の勧告又は立会いの実施を理由と して、本事

業の実施の全部又は一部について何ら責任を負担するものではない。
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第 条28  （ 事業者による完工検査等）

事業者1 は、その日程を 14 日前に市に対して通知したう えで、自己の責任及び費用負担

において、本施設の完工検査等（ 完工検査及び機器、器具、什器備品等の試運転その他

の検査を含む。以下同じ。 ） を引渡予定日までに完了するものと する。

市2 は事業者に対し、前項に定めると ころの完工検査等への立会いを求めること ができ

るものと し、事業者は、 これに従う ものと する。 ただし、市は、当該立会いの実施を理

由と して本事業の実施の全部又は一部について何ら責任を負担するものではない。

前項3 に定めると ころの市の立会いの有無を問わず、事業者は市に対して、第 項1 に定

めると ころの完工検査等の結果を、検査済証その他の検査結果に関する書面の写しを添

付したう え、報告するものと する。

第 条29  （ 火葬炉の性能試験）

事業者1 は、要求水準書の定める性能試験の要領を踏まえ、性能試験の試験事項及び方

法について市と 協議のう えで、次の各号の定めると ころに従っ て、市の指定する書式に

より 性能試験実施要領を作成のう え、市の確認を得るものと する。事業者は、性能試験

実施要領について市の確認を受けたう えでなければ、性能試験の実際の作業に取り 掛る

ことはできないものと する。

(1) 事業者は、火葬炉の設置が完了し、所定の性能を発揮すること が可能と 判断され

る時点以降において、具体的な性能試験の要領を記載した性能試験実施要領案を

作成して市に提出するものと する。

(2) 事業者は、性能試験実施要領案について、引渡予定日の【 】60 日前までに市の確

認を受けるものと する。

(3) 市は、第 号1 の定めると ころに従っ て提出された性能試験実施要領案について、

指摘事項がないと きについては性能試験実施要領案に関して確認した旨を性能試

験実施要領の提出日から【 】10 日以内に事業者に通知する。

(4) 市は、第 号1 の定めると ころに従っ て提出された性能試験実施要領案について、

それが事業者と の協議による性能試験の試験事項若しく は方法又は要求水準書に

基づいていないこと 等を指摘して、当該指摘事項の内容と 理由を記載した通知す

ること により 、その確認を拒絶すること ができる。

(5) 事業者は、前号の規定により 市に提出した性能試験実施要領案が市の確認を得ら

れなかっ たと きは、速やかに指摘事項を充分に踏まえて補足、修正又は変更を行

っ て当該性能試験実施要領案を改訂して市に再提出し、改めて市の確認を受けな

ければならないものと する。

事業者2 は、前項の定めると ころに従っ て市の確認の得られた性能試験実施要領に基づ

き、次の各号の定めると ころに従い、要求水準書に定める火葬炉の性能試験を実施する。

(1) 性能試験は、要求水準書及び次号以降の定める性能試験の要領により 、市と 協議

により定められた性能試験の試験事項及び方法によらなければならない。

(2) 性能試験は、本件工事期間中に行う ものと する。但し、火葬炉の機能上、供用開
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始前の性能試験が困難である場合には、火葬炉の性能試験は引渡日の【 】10 日以

内に実施すれば足るものとする

(3) 火葬炉は、性能試験の期間中、要求水準書の定める要求水準及び性能試験実施要

領に規定された基準等を全て満たさなければならないものと する。火葬炉が要求

水準書の定める要求水準及び性能試験実施要領に規定された基準等のいずれかを

満たさない場合は、事業者は、自らの費用と責任において、必要な修補、改良及

び追加工事等を実施し、火葬炉が当該基準等を全て満たすよう にしなければなら

ず、全ての項目について同時に基準等を満たすまで、本項の手順を繰り 返すもの

と する。

(4) 事業者は、性能試験開始後、火葬炉が要求水準書の定める要求水準及び性能試験

実施要領に規定された基準等を全て満たしたと きは、 その旨を、火葬炉に関する

性能試験のデータ等を添えて市に通知するものとする。

(5) 市は、前項の通知受領後【 】30 日以内に、前項のデータ等を確認し、要求水準書

の定める要求水準及び性能試験実施要領に規定された基準等が全て満たされてい

ると きは、事業者に性能試験合格証を交付するものと する。

第 条30  （ 法令による完成検査等）

事業者1 は、第 条第 項28 3 に定めると ころに従っ て完工検査等報告後速やかに、その日

程を 7 日前に市に対して通知したう えで、自己の責任及び費用負担において、本件工事

に係る全ての法令に基づく 完成検査を引渡予定日までに受検し完了するものと する。

市2 は事業者に対し、前項に定めると ころの完成検査の受検への立会いを求めるこ と が

できるものと し、事業者は、 これに従う ものと する。 ただし、市は、当該立会いの実施

を理由と して本事業の実施の全部又は一部について何ら責任を負担するものではない。

前項3 に定めると ころの市の立会いの有無を問わず、事業者は市に対して、第 項1 に定

めると ころの完成検査の受検結果を、検査済証その他の検査結果に関する書面の写しを

添付したう え、報告するものとする。

事業者4 は、別紙 6（ 完工時の提出図書） に列挙される図書を作成し、前項の報告と と も

に、市に対して提出するものとする。

第 条31  （ 市による完工確認）

市1 は、第 条28 ないし第 条30 に定めると ころの検査等の終了後、以下の各号に定める

と ころに従っ て本施設の完工確認をそれぞれ実施するものと する。

事業者(1)  は、工事現場において、建設企業及び工事監理者を立ち会わせ、かつ工事

記録を準備したう え、市による完工確認を受ける。

市(2) は、本施設と完工図書と の照合により 、 それぞれの完工確認を実施する。

事業者(3)  は、事業者による機器、器具、什器備品等の試運転と は別に、機器、器具、

什器備品等の取扱いに関し、市に対して説明する。

市2 は、前項に基づく 本施設が募集要項等、事業者提案及び設計図書に従っ て整備され
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ていないと認める箇所がある場合（ 第 条29 に定めると ころの測定値が基準値を上回っ て

いる場合を含む。 ） 、事業者に対して改善を勧告するこ と ができるものと する。当該場

合、事業者は、自己の責任及び費用負担において、当該勧告に従っ て当該箇所を改善す

るものと し、改善措置が完了した後、直ちに市の確認を受けるものと する。

第 条32  （ 施設供用業務の遂行体制整備）

事業者1 は、供用開始予定日までに、本施設に関し、要求水準書その他の適用のある募

集要項等及び事業者提案に基づく それぞれの施設供用業務の遂行体制に必要な人員を確

保し、かつ施設供用業務を遂行するために必要な訓練、研修等を行う ものと する。

事業者2 は、前項に定めると ころの研修等を完了し、 かつ要求水準書その他の適用のあ

る募集要項等及び事業者提案に従っ て施設供用業務の遂行体制を整備のう えで施設供用

業務の遂行を開始すること が可能と なっ た時点において、市に対してそれぞれ通知を行

う ものと する。

市3 は、前項に定めると ころの通知を受領した後、供用開始予定日まで、要求水準書そ

の他の適用のある募集要項等及び事業者提案に従っ た施設供用業務の遂行体制が整備さ

れているこ と を確認するため、任意の方法により 施設供用業務の遂行体制をそれぞれ確

認するものと する。

第 条33  （ 施設供用業務仕様書の提出）

事業者は、供用開始日以降本事業期間が終了する日までの期間を通じた業務遂行に必要

な事項を記載した施設供用業務仕様書を、要求水準書その他の適用のある募集要項等及び

事業者提案に基づいて作成したう え、引渡日の 60日前までに、市に対して提出し、本施設

の供用開始予定日までに、市の確認を得るものと する。

第 条34  （ 施設整備業務完了手続）

事業者1 は、以下の各号に定められると ころの事由が全て満たされた場合（ ただし、第

条第 項第 号29 2 2 ただし書の適用がある場合には、以下の第 号1 に定められた事由の充

足を要しないものと する。 ） 、市に対し、業務完了届を提出するものと する。市は、当

該業務完了届を受領後 日以内7 に、以下の各号に定めると ころの事由が全て満たされて

いるかを確認するものと し、当該事由が全て満たされていること が確認できたと きは、

事業者による整備業務の履行の完了を証する業務完了証を作成したう え、事業者に対し

て交付するものとする。

第 条第 項第 号(1)  29 2 5 の定めると ころに従っ て火葬炉の性能試験合格証の交付を受け

たこと 。

第 条(2)  31 の定めると ころに従っ て本施設の完工確認が完了したこと 。

第 条第 項(3)  32 3 の定めると ころに従っ て本施設の施設供用業務の遂行体制の整備が完

了したこと が確認されたこと 。

第 条(4)  33 の定めると ころに従っ て本施設の施設供用業務仕様書の確認が完了したこと 。
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第 条(5)  40 の定めると ころに従っ て本施設の引渡し及び所有権移転手続が完了したこと 。

第 条第 項(6)  54 2 に定めると ころに従っ て本施設に付保されるべき別紙7（ 事業者等が

付保する保険） 第 項2 に掲げる内容を有する保険の保険証書の写しが市に対して提出

されたこと 。

市2 は、業務完了証を交付したこと を理由と して、本事業の実施の全部又は一部につい

て何ら責任を負担するものではない。

第6節 工期の変更

第 条35  （ 工事の一時停止）

市1 は、必要があると認める場合、その理由を事業者に通知したう えで、本件工事の全

部又は一部の施工を停止させるこ と ができる。 この場合、市は必要に応じて、工期を変

更し、また、供用開始予定日を変更するこ と ができる。 ただし、供用開始予定日が変更

される場合でも第 条第 項58 1 に規定する本契約の期間終了日は変更されないものと する。

前項2 に定めると ころにより 工事が停止された場合、当該工事の停止により 事業者に直

接生ずる損害、損失又は費用（ 事業者が工事の再開に備え工事現場を維持し若しく は労

働者、建設機械器具等を保持するために要する費用を含む。 ） の負担については、市及

び事業者は、本契約の他の規定にかかわらず、以下の各号に定めると ころに従う ものと

する。

当該工事(1)  の停止が市の責めに帰すべき事由による場合は、市がこれらを負担する

ものと し、市は、事業者と協議のう え、サービス購入料を増額すること などにより

事業者に対して支払う ものと する。

当該工事(2)  の停止が事業者の責めに帰すべき事由による場合は、事業者がこれらを

負担する。

当該工事(3)  の停止が法令変更による場合は、別紙 13（ 法令変更による費用の負担割

合） に定めると ころの負担割合に従い、市又は事業者が負担するものと し、 その負

担の方法については、市と事業者と の間の協議により定めるものと する。

当該工事(4)  の停止が不可抗力による場合は、別紙8（ 不可抗力による損害、損失及び

費用の負担割合） に定めると ころの負担割合に従い、市及び事業者が負担するもの

と し、 その負担の方法については、市と事業者と の間の協議により定めるものと す

る。

前項第 号及3 3 び第 号4 の場合、第 条第 項62 1 ないし第 項3 の規定は適用されない。

第 条36  （ 工期の変更）

市1 は、必要があると 認める場合、事業者に対して工期の変更を請求するこ と ができる。

事業者2 は、 その責めに帰すこと ができない事由により 工期の変更が必要と なっ た場合、

市に対して工期の変更を請求すること ができる。

前3 ２項に定めると ころに従っ て、工期の変更が請求された場合、市と事業者は、 その
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協議により 当該変更の当否を決定するものと する。ただし、市と 事業者の間における協

議の開始から 7 日以内にその協議が調わないと きは、市が合理的な工期を定めたう え、

事業者に通知するものと し、事業者はこれに従う ものと する。

前項4 の定めると ころにより 工期が変更される場合、供用開始予定日を変更するこ と が

できる。ただし、供用開始予定日が変更される場合でも第 条第 項58 1 に規定する本契約

の期間終了日は変更されないものと する。

第 条37  （ 工期変更の場合の費用負担）

前1 ２条の定めると ころにより工期が変更された場合、当該工期の変更により市又は事

業者において損害、損失又は費用（ 本事業の遂行に当たり 事業者において生ずる追加的

な費用を含む。 ） が生ずると きは、市及び事業者は、 その負担について、以下の各号の

定めると ころに従う ものと する。

当該工期(1)  の変更が市の責めに帰すべき事由による場合は、市がこれらを負担する

ものと し、市は、事業者と協議のう え、サービス購入料を増額すること などにより

事業者に対して支払う ものと する。

当該工期(2)  の変更が事業者の責めに帰すべき事由による場合は、事業者がこれらを

負担する。

当該工期(3)  の変更が法令変更による場合は、別紙 13（ 法令変更による費用の負担割

合） に定めると ころの負担割合に従い、市及び事業者が負担するものと し、 その負

担の方法については、市と事業者と の間の協議により定めるものと する。

当該工期(4)  の変更が不可抗力による場合は、別紙8（ 不可抗力による損害、損失及び

費用の負担割合） に定めると ころの負担割合に従い、市及び事業者が負担するもの

と し、 その負担の方法については、市と事業者と の間の協議により定めるものと す

る。

前項第 号及2 3 び第 号4 の場合、第 条第 項62 1 ないし第 項3 の規定は適用されない。

第7節 損害の発生

第 条38  （ 第三者に対する損害）

本件工事の施工により 第三者に生じた一切の損害、損失又は費用は、事業者がこれを負

担するものと し、第三者に対して賠償するものと する。ただし、当該損害等が事業者の責

めに帰すべからざる事由により生じた場合（ 本件工事の施工に伴い通常避けること ができ

ない騒音、振動、地盤沈下、地下水の断絶等の理由により 当該損害等が生じた場合を含

む。 ） で、第 条17 に基づき付保された保険等により填補されないと きは、市がこれらを負

担するものと し、第三者に対して賠償するものと する。

第 条39  （ 本施設への損害）

引渡日1 までに、不可抗力により 、本施設、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料
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その他建設機械器具等に損害、損失又は費用（ 本事業の遂行に当たり 事業者において生

ずる追加的な費用を含む。 ） が生じた場合、事業者は、当該事実の発生後直ちにその状

況を市に通知しなければならない。

前項2 の規定による通知を受けた場合、市は直ちに調査を行い、損害、損失又は費用の

状況を確認し、その結果を事業者に通知するものと する。

第 項3 1 に規定する損害、損失又は費用については、別紙 8（ 不可抗力による損害、損失

及び費用の負担割合） に定めると ころの負担割合に従い、市及び事業者がそれぞれ負担

するものと し、 その負担の方法については、市と 事業者と の間の協議により 定めるもの

と する。

第 項4 1 の場合、前各項に定める事項を除く 他の事項については、市及び事業者は、第

条62 の定めると ころに従う ものと する。

第8節 引渡し

第 条40  （ 本施設の引渡し）

事業者1 は、本施設について第 条31 に定めると ころの市による完工確認がなされた後、

引渡日までに、本施設を市に引き渡し、所有権を市に移転するものと する。 この場合、

事業者は、本施設について、担保権その他の制限物権等の負担のない、完全な所有権を

市に移転するものと する。

本施設2 の所有権は、事業者がこれを原始的に取得するものと し、事業者は、本件工事

の委託若しく は請負に係る契約においてその旨を規定するものと する。

第 条41  （ 運営開始の遅延）

市1 の責めに帰すべき事由により 本施設に係る運営開始が供用開始予定日より遅延した

場合、市は、当該遅延に伴い事業者において生ずる損害、損失及び費用（ 本事業を遂行

するに当たり 事業者において当該遅延により 生じた合理的な追加的な費用を含む。 ） を

負担するものと し、市は、市と事業者と の間の協議により 決定されると ころに従っ て、

事業者に対してこれを支払う ものと する。

市2 の責めに帰すべからざる事由により 本施設に係る運営開始が供用開始予定日より遅

延した場合、事業者は、供用開始予定日の翌日から供用開始日（ 同日を含む） までの期

間について、その施設整備に係る対価に相当する額につき年 3. 7％の割合による金額に相

当する遅延損害金を遅延日数に応じて日割計算により 、直ちに市に対して支払う ものと

し、 また、当該遅延損害金を超える損害、損失又は費用（ 本事業を遂行するに当たり 事

業者において当該遅延により 生ずる追加的な費用を含む。 ） があると きは、事業者はそ

れらを負担し、市に支払う べきものがあれば、直ちに市に対して支払う ものと する。 な

お、本契約に従い市が事業者に対して設計業務又は本件工事につき第 条12 、第 条13 、

第 条27 、第 条31 による改善を勧告したこと により市に対する本施設に係る運営開始が

遅延した場合も、本項が適用されるものと する。
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前3 ２項にかかわらず、 ( i )本施設の運営開始の遅延が不可抗力によると きにおける当該

遅延に伴い生ずる合理的な範囲の損害、損失及び費用に相当する額のう ち別紙 8（ 不可抗

力による損害、損失及び費用の負担割合） に定める事業者の負担割合により 算出される

額、並びに、 ( i i )本施設の運営開始の遅延が法令変更によると きにおける当該遅延に伴

い生ずる合理的な範囲の損害、損失及び費用に相当する額のう ち別紙 13（ 法令変更によ

る費用の負担割合） に定める事業者の負担割合により 算出される額については、事業者

がこれを負担するものと する。

本契約4 の定めると ころに従っ て供用開始予定日が変更された場合には、第 項2 に規定

する遅延損害金は、市と事業者と が合意のう え変更した供用開始予定日より も遅れたと

きに、発生するものと する。

第 条42  （ 瑕疵担保責任）

市1 は、本施設に瑕疵がある場合、事業者に対して相当の期間を定めてその瑕疵の修補

を請求し、又は修補（ 備品については取り 替えも含む。以下同じ。 ） に代え若しく は修

補と と もに損害の賠償を請求するこ と ができる。 ただし、瑕疵が軽微であり 、 かつその

修補に過分の費用を要すると きは、この限り でない。

前項2 の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は、供用開始日から 2 年以内にこれ

を行う ものと する。 ただし、 その瑕疵が事業者の故意又は重大な過失により 生じた場合、

又は「 住宅の品質確保の促進等に関する法律」 （ 平成 年法律第 号11 81 ） 第 条94 に規定

する構造耐力上主要な部分若しく は雨水の浸入を防止する部分について生じた場合（ 構

造耐力上又は雨水の浸入に影響のないものを除く 。 ） には、当該請求を行う こ と のでき

る期間は、これを供用開始日から 10年とする。

前3 ２項にかかわらず、市は、市による完工確認の際に、瑕疵があること を知っ たと き

は、直ちにその旨を事業者に通知しなければ、当該瑕疵の修補又は損害賠償の請求をす

るこ と ができない。 ただし、事業者がその瑕疵のあるこ と を知っ ていたと きは、 この限

り でない。

本施設4 の全部又は一部が第 項1 の瑕疵により滅失又は毀損したと きは、市は、第 項2

に定める期間内で、かつその滅失又は毀損を市が知っ た日から か6 月以内に第 項1 の権

利を行使しなければならない。

事業者5 は、別紙 9（ 保証書の様式） に定める様式により 、建設企業に、市に対し本条に

よる瑕疵の修補及び損害の賠償をなすこと について保証させ、当該保証書を市に対して

提出するものと する。

第5章 稼働準備

第 条43  （ 稼働準備）

事業者1 は、市が供用開始予定日に本施設において供用を開始できるよう 、第 条31 の定


